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富山新港は，富山・ 高岡新産業都市（昭和39年指定）の中核となる臨海性

工業の原燃料運搬港として，昭和36年着工，昭和43年K開港した港である。

それは，新湊市の中央にあった 180万rdの放生津潟を，堀込み，その土砂を

背後の農地に盛土し， 重化学工業用地を約 900万rd（現在416万rrf）造成す

るというものであった。築港計画自体は，以前（ 1910年，県議会による「放生

津潟築港計画Jの議決」）から地元に度々あったものの，それは，太平洋ベ

ノレ 卜地帯の行き詰まりを，国家的総資本の立場から打開するという， ．全国総

合開発計画（旧全総） fζ乗るととにより現実化する乙とになる。その本質は

とりあえず，産業基盤整備のための地域利用にすぎないのに，地元では，す

ぐにでも多くの工場が来て 港が盛え，活気ある産業都市が形成されるとい

う夢がばらまかれる。 富山県勢総合開発計画の第2次（ 1961年）， 第 3次

( 1966年） においてもそれは強調された。新湊市自体は， 国そして県にお

いて策定されたそれら「地域開発J計画の実現のために，多くの犠牲を払っ

てきた。特に，新港建設が，運輸大臣の定める港湾整備計画iと組み込まれる

と，その「国家港湾」実現のために，地元は「協力」の連続であったといえ
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る。

本編は，第 lk新港開港l5年後の富山新港の港勢・背後地利用の実態をみ

る乙と。第2は新産都市中核の新湊市々勢の変化と新港開発にともなう住民

の対応をみる乙と。最後に 乙れらをとうして主体性ある地域開発の展開

のためには「伏木富山港管盟組合Jの設立とそれを軸にした新湊市自体の主

体的行動が不可欠で、ある点を強調するととになる。枚数lζ限りがあるので，

図や表3らiζ聞は，出来るだけ省き，要点のみを記す乙とにした。

2. 港勢からみた伏木富山港の特徴

(1) 出入船舶について

伏木・富山・新湊（新港）の3地区から構成（図 1）されている伏木富山

図・1 伏木富山港港湾区域

港は，日本海地区にある他の港湾iζ比べ次の特徴をもっ（表 1）。富山県の

み，新港開港iζも拘らず， 入港船舶トン数は減少している乙と。その理由は，

富山県の港湾の場合，第 1IC:，外航船舶の利用iと特化しているが，それ自体

全国の伸びK追いついていない乙と。第2le，外航船以外の利用の点では，

富山県の場合，その船種が商船で占められ，他の3県のように多目的・多種

類の船舶による利用とはなってない点がある（表2）。
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表・1 入港船舶からみた富山県港湾の位置

全入港船舶総トン数
外 虫記 商品 内航総（合トン漁数）船
総トン数

45 年 52 年 52 年 52 年

全 国
2,307,452 3, 146, 956 1,052,586 2,094,370 
( 100) ( 100) ( 100) ( 100) 

新潟県
24,598 39,649 4,373 35,277 
(1.07) (1.26) (0.42) (1.68) 

石川県 2,608 
7,379 738 6,640 

(0.11) 
(0.23) (0.07) (0.31) 

富山県 10 126 
9,772 5,568 4, 203 

(0.44) 
(0 31) (0.53) (0.20) 

福井県
2,432 5,288 1,420 3,868 
(0 .11) (0.17) (0.13) (0.19) 

4 県計 (1.72) (1.97) ( 1.15) (2.39) 

北陸3県計
15,166 22,439 7,726 14, 711 
(0.66) (0.71) (0, 73) (0.71) 

単位は千総トン． （ ）は全国に占める各県の割合

表・2

昭和52年の外航船以外の港湾利用 （港湾法上の港湾）

商 飴 自動車航送船 海、 骨骨 避難船 その他 言十

新潟県 26.1 58.8 10.6 2.3 2.2 100.0 

石川県 46.8 9.5 37.9 4.8 2.0 100.0 

富山県 89.4 8.9 1. 7 100.0 

福井県 32.0 51. 9 14.5 0.3 1.3 100.0 

。。。
1 新潟県の港湾新潟，両津，直江津，小木，伯崎，寺泊司岩船，二見， iJi：泊，姫川，羽茂

0 0 
2 石川県の港湾・七尾，金沢，穴水，字出津，小木，飯田，輪島，福浦，極屋，和倉．半浦

0 
3 富山県の港湾伏木富山，魚津

0 0 
4 福井県の港湾敦賀，福井，内浦，和国，鷹巣

（。特定， O重要）
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(2) 取扱貨物について

① 取扱貨物量の変化（表 3)

表・3 取扱貨物量

45 年 50 年 55 年

（対全国比） (0.57) (0.44) (041) 
伏木富山港 10,645,692 11, 124,087 12,080,993 

伏 木
(40%) (24%) (21%) 

4,235,568 2,644,387 2,494,867 

富 山
(48%) (41%) (48%) 

5,075,520 4,557,792 5,795,432※ 

奇抗 湊
(12%) (35%) (31%) 
1,334,604 3,921,908 3,790,694 

※シーノ〈ースからの原i1l1がこのうちの48%(278万トン）を占めている。

昭和40年の取扱貨物量は伏木が50%，富山が35%であったのが昭和44年富山港沖に

ンーパース設抵で逆転する。

取扱貨物絶対量は増加しているが，全国の港湾取扱貨物量の伸びに追いつ

いていない。

貨物取扱の中心は，もともと伏木港であったが 昭和44年の富山港沖のシ

ーノイース建設や伏木港のし ゅんせつ問題を契機にして，その中心は富山港lζ

移った。そして，さらに富山新港開港後は，富山港のシーパース扱いを考慮

したとき，新港へその中心は移りつ、あるといえよう。結局， 新港建設で新

たなる港湾需要はでてζず，既存地区との貨物奪い合いの図式になっている。

② 外貿貨物（表 4)

外貿貨物と内貿貨物の他は，昭和30年代が4: 6，昭和40年代が6: 4' 

そして現在5: 5になっており，バランスをもったものIとなっている。外貿

貨物の94.6~ぢは輸入貨物であり 内貿貨物の 75.7%が移入貨物となってお

り， 受入港としての機能に特化している。輸入貨物の大半は原木（65 %）と
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表・4 取扱貨物量に占める外貨貨物 （%）

45 年 50 年 55 年

伏木 富 山 62.6% 58.1% 44.7% 

伏 木 47 6% 22.5% 23.3% 

富 山 70.7% 70.7% ※ 39.5% 

事f 湊 79.2% 65.4% 66.9% 

※！原油の輸入が・入に変わったため外貿貨物激減となった。

原油（30%）で占められており，原油はもっぱら， 富山港が扱い，新港は．

原木（新港への輸入貨物の 51.l%）とチップ（同， 21. 7 %）といった林産

品の級いを中心にして推移する。伏木港は，内貿貨物の依い港iζ特化してし

まっているが，伝統的な商港として輸出機能を維持しており，ソ連のワニノ

港との定期配船を利用して，昭和55年度も，化学薬品・化学工業品など20万

トンを輸出している。

① 内貿貨物

富山港 ・伏木港ともに，油類中心の移出入構造になっている。その移出入

先は，近県では，新潟県からの石油製品の移入，石川・ 福井・新潟の各県へ

の石油製品の移出となっており ，遠方では， 山陽（水島地区）や九州（喜八）

などからの原・重油の移入となっている。新港も，上と同織，原 ・重油の移

入が一番多く （移入量の33.1~ぢ）次いで，福岡 ・山口からのセメント （同

21.8 %），愛媛からの非鉄金属（同 Hl.7%），広島からの輸送機械（ 11. 5 

9引 となっている。

④ 富山県の貿易と地元港湾の利用

昭和55年lζ，伏木富山港が扱った輸入貨物は 512万トンであった。そのう

ちの47.1%は，ソ連や中国からのもので，原木 ・原油が，ほとんどである。

他方， 富山県の輸入舗は， 2,796億円で，その 79.6%が，石油・木材である。

しかし，ソ連・中国からの輸入は，27.7%にすぎない。

輸出についても，港経由の貨物29万 トンのうち，74%が，ソ連 ・中国向

けである。しかし， 富山県からの輸出総額は， 2055億円で，ソ連・中国へ
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の輸出額の割合は， 6.H仰とすぎない。

以上の乙とから，伏木富山港経由の外貿貨物は，富山県の総輸出入額のご

く一部であるが，ソ連や中固などの対岸社会主義国との貴重な窓口になって

いる点は指摘できょう。

(3) まとめ

以上述べてきたように，伏木富山港は，輸入と移入という受人機能iζ特化

しており，そ乙での代表的取扱貨物は，原 ・重油と原木（表－5）という，

港の貯蔵機能に依存したものになっている。廃油性工業の原材料と工業製品

運搬の港として整備された富山新港の港勢も，油と原木を中心lζ推移し結局，

伏木・富山といった既存港湾の延長線上にしかない乙とが明らかになった。

そして，外貿貨物取級での港勢の維持は 対岸社会主義国との関連でなされ

てきている点も重要な特徴Kなる。

表.5 伏木富山港における全取扱貨物に占める
油類と林産品の割合の変化

35 年 40 年 45 年 50 年 55 年

t出 類 9.3 29.2 35.8 44.2 50.6 

林 産品 11.1 20.9 24.3 22.l 19.9 

言十 20.4 50.1 50.l 66.3 70.5 

3. 富山新港背後地の利用

(1) 新港背後地の企業

① 当初の計画

富山・ 高岡地区新産都市建設の構想（昭和37年12月申請時）は，次の5つ

の要素からなっている。第 lは，ある程度工業集積のある富山・ 高岡両市の

中間で，低生産性の米単作地帯である射水平野に富山新港を築造し，第2IL 

背後の湿団地帯を埋立て，臨海工業用地を造成し大コ ンビナー 卜を導入する。

第 3IL，射水湿団地帯の乾固化を行ない農工一体化を計る。そして，第4IL 
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それら，工業用水と農業用水確保のため，和田川leダムを作るなどして総合

開発をする。 最後K臨海工業地帯の工場従業員らの居住区として，近く の太

閤山丘陵地帯を開発し（13万人の）ニュ ータウンを建設する。乙れらは，い

ずれも，第2の，大コンビナー卜の導入準備のために，射水平野iと展開され

る大公共事業計画であった。問題は大コンビナー卜の内容であるが，申請前

の県勢総合計画（昭和34年）では，特妹鋼 ・ア／レミ精練から造船 ・造機まで

の機械系コンビナート，火力発電一石油精製一石油化学一合成樹脂一合成繊

維の石油・化学系コンビナート，さらに耐火材・高炉セメン卜と結びついた

鉄鋼一貫コンビナー卜等々， 実lζ雄大なものであった。しかし新産都市正式

指定直後から，造成地は当面半分とし，各種コンビナートも計画達成を先に

伸ばすなどして， 実質的には変更してし、く 。ただ，新港築造・土地造成・和

田川開発， ニュータウン計画などは，当初の計画iζ従って，公共事業として

先行投資がなされ，地域変貌を余儀なくされていく乙とになる。ただし，先

進工業地帯の物真似にも等しい各種コンビナート計画lζは，通産省や富山県

経済同友会なども批判的であったが，当時の吉田知事の県成会での答弁（昭

表・6 臨海工業用地計画と実際

工場用地 誘致企業数 従業員 一工場裂E当たり所面積 企業の種類

39年計画
894万m'

34社
16,800人 約16万m'

石油，鉄鋼，機械
(A) （工場） 化学，非鉄金属

57年実態 416万m' 40キi 3,229人 約7万m'
アルミ，木村関連

(B) 流通基地

B/A  46.5% 117.6% 19.2% 43.7% 

57年の従業員は新産都市指定以前に立地していた日本高周波を除〈。
出所）北日本新Ji[/ 昭和57年6月25日

和38年10月1日）Iζもあるように，それはきわめて「政治的目標Jとしての

コンビナートづくりであった乙とが窺える。

② 進出企業の実態

a 表 6にみるように，新しく進出し，操業中の企業は40社，その

規模は，従業員数で5分のl，ー工場当たり面積で半分，しかも，当初予想、

もしなかった30人未満の小企業が企業数の半数（表 7）になるなど中小規模

の企業中心になってしまったことになる。それらの業種は，表8にみるよう
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表・7 臨海エ換地帯の規模別
企業数当初計画と実際

lζ，その造成地の利用lζおいて，アルミ関連

が46%で一番大きく，次いで木材関連C2Hぢ），

火力発電などその他企業が205ぢとなっている。

乙のうちアルミ関連が図2にみるように小規

模なコンビナー卜 を形成しているにすぎない。

企業別に取得した土地の大きさをみると，住

岨l 実際（昭59)

1.000人以J 3 。
999～500 8 2 

499～300 7 

299～ 30 16 17 

29～ 6 。 15 

5人以下 。 5 

34 社 40 社

友アルミニウム製練が45万d，で第 1位，火 白川向削除〈

力発電所が43万rrfで第2位，次いで，アイシン軽金属（26万rrf）， 富山軽金

表・8 新港背後地利用の企業種類とその金融系列

企業数 関税（%） 金融系列

アルミ関連 10 
(45.7) 

住友系5，北銀系4，東海系l
1,168,192 

木材木製品 12 
530, 148 

住友系l，北銀系11

機械製品 3 
( 7.2) 

三井，三和，地元各l
183,774 

その他製造業 (20.4) 

（りん，：；；~＼~ ｛ ~） 4 
523,507 

住友0.5, ~t銀系3.5 
大力， パイl

流通基地 13 
( 6.3) 

住友3.三和・第一各l，北銀7，その他l
162,388 

百十 ※ 42 2,568.009 

北銀系の場合、その数には地場産業で系列不明なものも含めた。

※ この企業数には・地後、倒産した企業(1）と新産都市以前に立地している企業（1)

も含んでいる。

東洋経済「系列企業総覧J1972年

属（24万rrf）とアノレミ関連がつづき，第 5位が，富山市から移転した燐化学

工業（17万rrf），第 6位が富山中央木材（14万rrf）となっている。乙のよう

に，アノレミ関連と木材関連の製造業が進出したのであるが，それらは，いず

れも． 地場産業とのつながりの中ででてきたものである点に注目しておきた

い。図2IC::ある三協アルミや立山アルミなどは高岡市のアルミ産地で，昭和

35年以降サッシへの進出を機iζ急成長した会社である。乙のアノレミ関連企業

を支えたのは，高岡の伝統産業たる銅器の業界が昭和の初めアルミを取り入
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富山新港地区のアルミコンビナート関連図（昭和51年）
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富山県「富山県史、、現代＂J 1980. 2 

れ，次第にアルミの日用品にその技術の適用を鉱げていった乙ととその販売，

富山の配置売薬網を通ノレートの開発にあたっては，すでに開発されていた，

した高岡銅器の販売→銅器業者によるアノレミ日用品の扱い→金物屋へのア／レ

ミサッシの販売依存といったもののノレートが大いK利用されたといわれる。

他方，富山県なかでも新湊における林産品の扱いκついては長い歴史がある。

当地における北前船の没落に合わせるようlζ，明治中頃から能登通い舟が盛

んに就航し，能登との物資の交流が活発になる。移入品の中心は，能登木材

と薪炭である。そして，新湊海岸iζ並行して走る内川の近辺には，製材工場

が立ち並ぶようになる。その後，特IC::戦後の昭和30年代lと北洋材の伏木港へ

の輸入が促進され，放生津潟を貯木場と して使い，内川を利用して製材工場

へ運び乙まれ，かつての能登木材流通の経路が生かされ，飛躍的iζ発展して

いく。昭和52年の富山県の北洋材の輸入量は 170 万 rrrで，全国シェアー 19~ぢ

で第 l位である。そして規模の大きい原木一次問屋・港湾型製材工場が新湊
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地区iとは集中している乙とでも有名である。

次IC，進出した企業の金融独占集団との関連をみると，アノレミコンビナー

卜の中核として唯一県外から誘致された住友アノレミ製練の関係で住友系企業

が，約6害I］の比重を占め，他は地元金融資本の北銀系になっている。（表9)

表・9 金融系列毎の企業数と買収用地面積

企業数 面積（m') % 

1主 友 系 9.5 1,389,757 54.3 

三 和銀行系 2 88,835 3.5 

井 系 1 52,893 2.0 

第一銀行系 1 14,290 0.6 

百十 13.5 1,545,775 60.4 

北銀系 （地場産業で 26.5 979,819 38.2 
系列不明も含む）

そ の 他 2 35,435 1.4 

言「 19.5 1,015,254 39.6 

..g 入 百十 42 2, 561,029 100.0 

表8に同じ

と乙ろで，昭和40年代までの富山県内の大企業（300人以上）の金融系列別

企業数では，三和銀行系・三井系各6社，三菱・富士各 5社，第一銀行系 7

社，住友系2社，北銀系16社という具合iζ住友系の比重は非常に低かった。

しかし，新港背後i也への住友系企業の進出を契機K，今では，各独占集団関

与の県内企業数は，ほぼバランスを保つ形lζなるとともに，地元金融資本系

列の規模の拡大を昭和40年代iζ14社が行なうなど，国家独占資本主義段階に

ふさわしい地域開発行政のパターンをそとには見出すζとができる。

b .新港背後地iζ進出した企業の立地後の変化をみると，新港背後

地売渡しの第 l号であった東洋工業の北陸地区配車センターは昭和56年4月，

「大阪経由で多種類の車を北陸高速道で輸送する」という乙とで新港から撤

退。専用岸壁をもっ木材用地へ進出の県内大手の蔵島ハウジング（住宅部材）

は昭和53年 1月倒産。公害問題で富山市を脱出し，高岡市との境界から離さ

れて新港背後地lζ移転した燐化学工業は操業の3年後（昭和55年） Iζ倒産，
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アルミコンビナー卜の中核としての住友アルミ製練は，昭和57年4月からそ

の能力の 7%の操業をしているにすぎず，今や撤退の話も出ている。乙れら

の企業は，背後地K進出した企業のうち県外資本のからんだ大手であり，経

済環境の変化iζ対応し地域からの撤速や変身も早い。乙れらに対し，火力発

電所の規模の鉱大と，地場の小規模企業の進出にはその根強さがみられる。

前者の火力発電は，当初25万kwと約6倍iζ 「成長」し，近くの富山市草島

（富山港の西側）の火力発電所（80万kw）と合わせ，北陸ーの規模となっ

た。後者の小規模企業の進出は，昭和50年の鉄工業団地（協） (10企業，従

業員 142人による製缶・機減加工）の形成，昭和53年から54年にかけての木

材加工関係小企業（7企業，従業員 147人）の進出，さらに昭和57年度Kは，

新湊，大島．高岡の金属製品製造業，窯業土石，非鉄金属，一般機減器具な

ど11社の異業種団地の形成も予定されている。乙れらは，小廻りのきくしか

も，地域iと密着して生きる小規模企業の姿を示しているといえよう。

c .以上述べてきたように新港背後地進出企業の特徴としては，第

1 IL:，アノレミや木材関連企業という地域に歴史的に育くまれた要素を基盤に

したものだけが可能であった乙と，第2~ζアルミの中核としての唯一の大規

模企業の外からの誘致も，富山県内における各金融独占集団のバランス調整

の中でなされている乙と 第311:，大手企業系列の撤退の中にあっても中小

規模企業の進出という根強さがある乙と，第4IL，高度成長は火力発電所に

のみみられた ζと等々が指摘できる。

③ 港勢と背後地企業そして富山県内の製造業との関連

新港背後地iζ，機械・石油化学・鉄鋼の各コンビナートを造るということ

は，その実態からみて，まさしく，現実を無視した「政治的夢」 iζ終った。

富山県全体の工業としては，表10Kみるように，都市型工業は伸びず基縫資

源型工業は拡大した。しかし，その拡大した工業と港の発展とはそれほど結

びつきが顕著であったとは思えなし、。新港の能力の拡大は，前にみたように，

油類と林産品のための拡大になった。そのうち基俗資源型と関係の深い油績

は新港扱い分は全部，富山港シーパース級い分はその509ぢ以上が，火力発電

の燃料のためであると推定しうる。しかし，発電々力量の54%（昭和55年）
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表・10 工業型体別工業出存額の比率変化

1968五F 1980年 (1975年の目標）

都市型工場 31.4% 30.8% (37.5%) 

地方資源型工場 27.7% 18.9% (23.1%) 

基礎資源型工業 40.9% 46.5% (39.4%) 

計
100.0% 100.0%※ 

(100%) 
5,039億円 25,986億円

各工業型体は次の内容の製造業である。

1 .都市型工業（金属，一般機械，電気・輸送用機械，精密機械，印刷，衣服，ゴム，

家具，皮革など）

2 1也方資源型工業（窯業 ・土石．食料品．米製品，繊維）

3 基礎資源、型工業（石川i，化学，鉄鋼，非鉄金属，紙，パルプ）

4 1980年（※）についてはその他で分類不能なものがあるため100%にならない。

資料）県勢袈覧から作成

は県外需要である乙とから， あたかも電源立地のための新港開発の観を呈し，

港一背後地企業一火力発電所一県内基礎資源型工業のつながりはあま り直線

的ではないといえる。港における原木の扱い （貯木）の多さは，それなりの

背後地への木材関連企業の立地に関係している。しかし，県内にある木材・

木製品製造業の全製造業に占める比重は，従業員数で4.9 % （昭和37年）が

3. 8 9ぢ（昭和55年）へ，出荷額で5.0%が3.3 %へと低下している。新港地

区での木材関連企業の維持は，県内での地盤沈下の中でなされている乙とを

考えるとそれなりの意義がある。新港地区での非鉄金属（アルミ）関連企業

の成長は県内全体の非鉄金属の急成長（昭和37年K従業員数で2.4%，出荷

額で4.3 9ぢが昭和55年には，それぞれ 11.2% 22.0 %へ）に支えられた結

果iζほる。港との関連では，アルミナの受入れであるが，製練の規模縮少と

ともに，背後地企業と港との遊離も懸念される。

次lと，背後地進出企業のうち中小規模の企業が目立つと乙ろであるが，表

11 にみるように， 県内全体の指標においても，出荷額・従業員の吸収ともに，

中小規模（なかでも10人～29人と100人～299人）企業の比重が高まって

おり，新港背後地においてもそれが反映されているにすぎない。
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表・11 従業員規模別製造業の指標の変化 （富山県）

事業所数 従業者数 出 桁 古買

45 年 55 年 45 年 55 年 45 年 55 年

% % % % % % 
9人以下 63.5 64.9 10.2 12目2 3.7 3.8 

10～29 22.6 23.4 14.3 18.8 8.5 10.6 

30～99 9.6 8.2 18.9 19.8 13.0 14.2 

100～299 2.8 2.6 17.2 19.l 18.3 26.0 

300人以上 1.5 0.9 39.7 30.0 56.4 45.5 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

人 人 億円 億円

（実数） (5,622) (6,517) (151,289) ( 143 ,805) (7,492) (25, 986) 

日山県 「県勢要覧」より作成

4. 新湊市の市勢変化の素描

乙、では．新港と背後地の開発が行なわれる直前の時点から今日までの新

湊市市勢変化を簡単にまとめてみる。

(1) 人口と就業者の動態

昭和35年，新湊市の人口は 47,882人であったが，昭和55年の国勢調査では

4800人減少し43,093人となった（当初，昭和45年の人口は約7万人iζ増加

する乙とを予想していた）。特K，旧本町の激減（一 7000人）Iζ比べ，海老

江，作道，塚原といった，新港からある程度の距離をもったと乙ろの漸増と

図・3 新湊市の地籍
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高岡市Ir.属する牧野地区の激増（昭和40年～50年で2000人の増）は顕著であ

る（図 3）。新湊市在住の就業者数の産業別推移は表12のとうりである。農

襲・12 新漢市民の産業別就喋者数の推移

総則~－ll 農震休喰，＂－ 斗主す｜鉱 a処銭脚注 1~~す｜小卸売：~ ： ： ~ ：：号？っス公燭
的相 l 1121.oi・｝121.7•1 ! I •. an 35 年l I s.a剖

¥36.7%) 5 I曲，，
8,000 山 1.H4 6，叫 1 1~詐I ＂叫 212: 955 126: 2.260 411 

明佃｜回調1115附 I＂町： 1 臼ol1'"''"1 砧 ＇2）剖i1 m l"l.3%l1 ＇踊 ：掛け目Jj 161j 2.臨 j 白9
45 年 l I 3.帥aI ; i I 10.026 I , I 9.6721 

昭如｜四 811I' '・''''I ，創0 5 ' 4田l"''"'I ,; 2師，； 6 回s l ' ""'• ' I •副8 517 I 174 j 257: 3.1目；聞出手 1 I I 738 I I 8.874 I , , I 10.259 I , 

新t曹司 r新湊市統計嘗J昭有156年度より作成

漁業の第 1次産業従事者は激減し，第3次産業就業者は卸小売業従事者を中

心IL.肥大化した。新産都市の絞たるべき製造業従事者は，若干増えたあと減

少し，結果的iζ第二次産業従業者数は伸び悩んだ。 しかも，富山県全体の第

2次産業就業者数の伸び（昭和35年28.2%→回和45年35.0%→昭和55年

38.4 ~ぢ） ＇ζ追いつかなかった。次K，市民の通勤先であるが，市内の事業所
への就業者数は減少し，高岡・高山方面への通勤者が増加（昭和35年4,004

人が昭和50年には 5,681人へ）した。乙れは，新湊市内の事業所の雇用者数

が激減したからではない。逆lζ，昭和35年から昭和56年までの間K，約8,000

人増加し，そのうちの409ぢ（約3,200人）は，新港背後地進出の製造業を中

心iζ鉱大した。しかし，それと同時に他市町村からの新湊市への通勤者も，

昭和35年の 1,286人→3,390人（昭和45年）→5,116人（昭和50年）という

具合Ir.増えていった。以上のように 市内事業所の雇用者数の増大も，市民

への就業場所の鉱大にあまりつながらなかった一（臨海工業地帯従業員に占

める市民の割合は40% ( 1,270人）で市内就業人口の6%一策庁湊市商工労働

課一）とし、えよう。

(2) 新湊市の製造工業の変化

昭和30年代の富山県工業の代表的なものは，化学，繊維，機械，鉄鋼．パ

ノレプ・紙などであった。昭和50年代に至るとその出荷額や従業員数でのベス

ト5は，非鉄金属と金属製品が繊維，パルプ ・紙にとってかわった。乙のよ
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うな推移の中で，新湊市の工業は伝統的な鉄鋼，木材・木製品の県内におけ

る比重は不変であるが，乙れに非鉄金属が出荷額で同じ比重で加わり，新湊

市の3大業種となった。ただ，非鉄金属工業の従業員の吸収割合は出荷額の

比重iζ比べ意外に低い値を示している（表13）。そして，乙れら製造業の所

表・13 県内製造業に占める市の製造業の比重

日召 手口 37 年 H召 平日 55 年

従業者数 出初I 額 従業者数 出荷額

総 数 3.7 % 4.0 % 4.9 % 9.0 % 

食料品 7.9 5.1 6.9 11.4 

繊 対E 0.2 。。 1.3 0.6 

木材木製品 14.6 20.2 14.2 18.5 

鉄 鋼 28.3 28.7 25.6 28.3 

機 械 0.5 0.4 0.5 0.3 

非鉄金属 12.5 28.3 

金属製品 1.8 1.5 

県内製造業の全体を100とする。
「新j奏市統計的」 「県勢要覧」より作成。

得（1人平均月間給与総額 昭和55年）は23万4千円で富山県の22万7千円

より高い。しかし，県内の農林水産業を除く全業種の雇用者 l人当りの賃金

は，市の26万4千円lζ対し県のそれは27万8千円となっており，逆転してい

る。さらに，昭和35年段階の年間の勤労所得をみると市平均が26万l千円で

県平均が22万4千円で市が上回っている。以上のように，新湊市の製造業の

三大業種は県全体の中で大きな比重を占めるとはいうものの，雇用者の所得

レベルでみると県全体の伸びに追いつかず，結果として製造業中心κ推移し

てきた新湊市全産業の地盤沈下につながっているようである。

(3) 第1次産業と第3次産業

農漁業の激減は，当初の計画iと近い形で進んだ。昭和40年iζ2,060戸あっ

た農家戸数は昭和55年iζ1,446戸へ，専業農家は 164戸から16戸へ， 他はほ
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とんど（ 1,312戸）が兼業農家になってしまい，農地の保有は 「財産保全的」

なものになったともいわれており，当初掲げた「農工一体化」の発展と乙ろ

ではなし、。漁業についても，昭和33年の240の経営体と 1,459人の漁業従事

者数は，昭和53年には，それぞれ 122の経営体と 520人の漁業従事者に激減

している。第3次産業については，商店数，従業員数ともに増大したが，商

店の規模の零細性（昭和37年の2.06人は昭和54年IL2. 98人）は相変わらず

であり， l商店当りの販売額も昭和54年で県平均の459ぢにすぎない（し、ずれ

も飲食店は除く）

(4) 新港・背後地開発の財政ノミランス・シート

表14は，北日本新聞（昭和57年 6月19日号）が明らかにした臨海工業地

帯の財政ノぜランスシートである。新湊市は約59億円の黒字で，国・県は大巾

表・14臨海工業地帯造成の財政バランス・シート （単位百万円）

国 県 市

新港関連基盤蜂備
28,889 64,971 1.871 95,731 

投資額 (A) 

新港立地企業による
6,271 7,803 7,743 21,817 

税増収額 (B) 

工業用地売却、港湾使用
24,989 24,989 

料など資金回収額（C)

(B+C) -A 企22,618 .... 32, 179 5,872 企48,925

北日本新聞 昭和57年 6月19日号

な赤字で総計約489億円の赤字になっている。 それは新港関連基盤整備の投

資額は，県が68%，国が30%，市が29ぢで大きな差があるのに，立地企業か

らの税増収額iζついてはそれほど差がないためである。中でも，県の大巾な

赤字は臨海工業用地費 （利子が一番大きく 144億円になっている）で，現在

も136万6千rrl（約 191億円）が売れ残っているためである。市のバランス

シー 卜の黒字は，乾由化の排水路事業費iζ11億円，新港建設に8億円という

直接投資額の少なさのためである。 その結果，確かに市の財政力指数は，昭

和43年の0.55から昭和56年の0.766 IL上昇している。しかし，乙れらは，火
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力発電所の成長と次lζ述べる市民の負の社会的便益を考慮したとき，あまり

素直lζ喜べない ζとがらである。

5. 新港開発と住民の対応

(1) 港口切断問題

新港建設lとすすんで協力する地元の会として，市の肝入りで「富山新港対

策堀岡地区娠興会Jが昭和35年iζ結成された。振興会は昭和37年8月， 四日

市， 富士など先進工業地帯を見学し、精条件で行政・企業に対応する乙との

危険’を指摘した報告書を作成する。しかし，それにもとづいた行動をとら

ない振興会役員を同地区の青年団が批判しはじめる。青年団は，宮本憲一教

授を呼び勉強会を重ね， 「港口切断後の交通対策 ・公害対策 ・孤立する東部

地区の行政上・生活上の対策・さらに，新港建設と市民・市の将来と利益J

といった新産都市建設そのものK迎合する危険性を指摘しはじめる。乙れを

契機iζ，地区労協の肝入りで「通勤者同盟Jもでき、交通対策としての地下

道グを要求する。昭和39年2月，振興会々長lζ 、育年団の主張iζ近しげ開業

医の赤江氏がなる。そして間もなく振興会は、当地は陸の孤島になるため住

宅地iζ適さないグという乙とで， 「集団移住」運動を展開する。移住先は，

県が新産都市建設事業としてすすめている太閤山ニュータウンであり， 、1

戸当り 700万円， 100坪の土地をノグというものであった。乙れは， 、現住

宅のま、で若干の整備をするだけグという県の方針IL対立するものであった。

しかし，乙の頃から， 地元新湊市長の発言は微妙lζ変化してし、く 。それまで

の、乙の計画は県が自信をもってすすめている ， 、公害発生の際は，県有地

の場合は県が補償し，その他は企業と被害住民の問題で，県市政の問題では

ない， （昭和38年11月の発言）から昭和39年の定例議会でi点 、市としては，

交通対策の充実を県iζ要求し交渉する， K変化する。反対運動が次第iζ エス

カレートする中，市議会も港口切断後の東部振興策として，交通対策，東部

地区への中小企業・住宅団地・公共建物の建設，公害防止指導，市の事業へ

国・県の財政援助を／といった乙とを決め，県や国（港湾局長ら） fと市長が
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地元の要望をPR.しはじめる。しかし昭和40年7月県議会は，地元の代表者

たる市議会の承認で港口は切断する乙とを決め，昭和41年3月には，市議会

が港口切断の同意を強行採決する。同時lζ，振興会や通勤者同盟は，市民決

起集会を聞き，県や地方鉄道関係者らと徹夜で協議するが，パス運転回数の

増加や定期券の補助など若干の交通対策と，児童館などの設置．そして，住

居移転は直接被害で住居移転せざるを得ない場合のみ個別lk見舞金やあっせ

んをするという乙とになり，結局，新産都市のための唯一の住宅先行投資の

場たる太閤山への地元住民の集団移住補償は拒否された。その結果，乙の地

区の住民は，将来とも，港と工場，火力発電といった中でいかに良好な生活

環境づくりをしていくかという重い荷を背負わされた乙とになる。その後，

乙の堀岡地区及び東隣の海老沢地区住民にふりかかる次のような東部地区の

諸問題は，住民はもちろん市当局自体もその対応に苦慮する乙とになる。

第1は，貯木場建設問題（後述）と公害防止の協定，第2は，地鉄射水線

の廃止問題（昭和55年に廃止）第3は，堀岡地区への火力発電の建設（昭和

46年）とその後3固にEる規模増設と地元反対運動→助成金による結着と公

害防止協定，第4は，その火力発電所の燃料 cc重油）を四方から堀岡まで
輸送するパイプラインの埋設（昭和51年完成）と地元反対運動→協力金交付

と覚書の締結。昭和55年には原油も輸送したい旨申し入れがあるも海老沢地

区が同意していない問題。第5は，火力発電所の燃料の石炭への転換と貯木

場への灰捨問題（昭和57年）第6は 堀岡海岸全域（92 ha）の埋立て問題

と流域下水道終未処理場建設問題（昭和57年），その他，昭和49年度からの

離岸援の築造と砂浜の再現，富山市を脱出した、りん化学工業グとの公害防

止協定，唯一の進出企業住友アルミとフ ッ素公害（水島柿の全滅）そして最

近における住友アルミの撤退問題と失業不安さらに住友アルミを救うための

電力コスト低減策としての石炭転換問題等々。

以上，新産都市指定後，国や県はそれぞれの施策（港の建設と工場用地の

造成）を強力に展開し，地元新湊市は，それをスムーズに実現する役目を負

った。それは独占資本受入れの基盤づくりのためκ行政が奔走し，地元住民

の生活の権利の保証が最初から忘れさられていた構図であった。港口切断に
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直面した地域住民の将来への生活不安は集団移住の要求となったがそれは，

上記の構図には最初からないものであり拒否された。地元新湊市もある程度

住民を守る方向iζ変化するが，結局，住民の生活権擁護に立脚した動きにな

らず，東部地区を切捨てるような形で国・県の施策iζ迎合していく乙とにな

る。新港の完成，工業用地造成後は，進出してきた火力発電所と住友アルミ

の経営政策IC地元は翻奔されっつけてきているといえる。港口切断紛争の決

着時，地元（市も含め）が選択した道はあまりにも厳しいものであった。

(2) 貯木場建設問題

港口切断にあたり，県が木材業者tζ約束していた乙とは，貯木場として使

用していた越の潟の水面K代る約43万rrfを確保することであった。計画とし

ては新港に面した高岡市の一部姫野地区と金属地区の農地を買収しそれにあ

てる乙とであった。しかし，それら地区は死活問題だとして，昭和38年iζ行

政訴訟を起乙し，代替地の要求をしたり，高岡市長の規模縮少の発言がある

等して，思うようにすすまず，結局すでに買収してあった七美・海老江地区

K貯木場を設ける乙とに決め，昭和45年6月工事に着工した。しかし，海老

江地区住民は，それは，環境の悪化になり海老江地区の発展iζはならないと

して，工事を 2年近く中断させてしまう。昭和47年9月，県との話合いで，

規模を縮少し，公害対策と海老江振興策に力を注ぐこと，貯木場周辺の造成

地iζは中小企業団地を形成する乙とで合意がなり，とにかく貯木場は建設さ

れた。しかし，その後，中小企業団地も形成されないま＼おりからの木材

不況で貯木場の利用効率は落ちる。昭和56年9月には，貯木場を火力発電所

の石炭転換後の灰捨物lζ約15年間使う計画がだされ 昭和57年2月県は地方

港湾審議会lζ 「第2貯木場の用途（石炭灰捨場〉変更Jと「石炭専用船受入

れのための泊地しゅんせつ計画」を諮問した。海老江地区，堀岡地区共iζ反

発の姿勢を示すが， 6月末には，県や市による「住友の火を消さないための

石炭転換」が了承され，両地区振興会も基本的には同意の方向で推移してき

ている。そして，乙、において再び叫ばれているのは東部振興策である。そ

れは港口切断時から言われつづけている課題であり，もはや永遠の課題にも
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なりかねない。

6. 若干の展望

以上の乙とから，当初，パラ色iζ揃き夢を売った、放生湊潟の大築港計画グ

もその実現過程で，地域住民にとって，港が悪玉になってしまったとも言え

る。それは，直接的iζは基縫資源型工業の、工場港H への特化の失敗iζ起因

している。しかし，より本質的には，それが （太平洋ベル 卜地帯の）支配的

資本による地域利用にあった乙とである。そ して今日，その延長線として，

乙れらの地域は，エネノレギーの供給基地として，その利用が位置づけられて

きているように思える。そ乙で，今後の富山新港の展望を地域に立脚して考

えるとき，その基本線は「港において地方自治の精神をいかにとり戻すかJ

Kおかれるべきであるといえる。そ乙で，今後，港湾産業都市を目指さざる

を得ない新湊市の港へのかかわりのとりあえずの課題として，次の2点の実

現が重要である乙とを指摘しておきたい。

第 lは，政治的・経済的， （市場） Iζ不利な情況にある地域の港は，まず

第 1次産業（漁業）から第3次産業（物流 ・観光）までの需要 （特lζ内貿）

への対応と地域住民への直接の憩の場提供という多目的港湾の姿を追求すべ

きである乙と。その場合の背後i也も 漁業基地 トラックと連傍のとれた物

流基地（内貿コンテナ基地も），海岸土木作業基地，海洋性スポーツ・レク

レーション基地等々多目的利用の方向にならなければならない。

第2は，港とその区域の住民lζ直接責任をもてる，港湾の管理運営体制の

確立である。 富山新港の場合は新湊市が，伏木港は富岡市が，富山港は富山

市がその主体者であり県は 3者の調整者たるべきであろう。現行港湾法が規

定する港務局の羽倉（徹底した地方自治による港湾）は， 富山新港において

も実現されなければならなし、。その手段として，新湊・高岡・ 富山の各市と

富山県による「伏木富山港管理組合jを提唱したい（表15）。そ乙iζおいて，

地域住民を背景とした各市の港にかんした主張が反映される ζとになる。乙

のような地方自治体の港への自主的な取組みは，社会主義圏との貿易を伏木

富山港経由で増大させる独自の取組みにまで発展させる素地をつくっていく
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表・15 伏木富山港管理組合の構想

議決機関一一一ー談会
新湊市議会

富山 II 

高田 II 

県 II

同数つつ

' 副管理者（新湊市）
執行機関一一「一管理者｜

｜ （県側） ｜ II （高岡市）
I I II （富山市）

地方港湾審議会
( 3港別にも行える仕組とする）

乙とにもなるにちがいない。
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